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特定処遇改善手当支給要領 
 
 
(総 則) 

第１条 社会福祉法人北海道リハビリー(以下「法人」という。）給与規程第２９条の規定による特

定処遇改善手当の支給については、別に定める場合を除き、この要領の定めるところによる。 

２ 特定処遇改善手当は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に基

づく「指定障害福祉サービス等及び基準該当サービスに要する費用の額の算定に関する基準」に

基づく福祉・介護職員等特定処遇改善加算の給付を受けて支給する。 

 

(支給対象) 

第２条 特定処遇改善手当は、支給算定期間及び支給算定期間の末日現在に法人に在籍する職員、

契約職員又は嘱託職員であって、別表１の特定処遇改善手当支給基準表（以下「基準表」という。）

に掲げる者（以下「支給対象職員」という。）に対して支給する。 

２ 支給対象職員が次の各号のいずれかに該当するときは、特定処遇改善手当を支給しない。 

⑴ 支給算定期間の１月１日以降に法人に在籍したとき 

⑵ 支給算定期間を対象に実施した昇給に係る人事考課の総合評定点が２.９未満の者 

３ 支給対象職員が次の各号のいずれかに該当するときは、特定処遇改善手当を減額して支給す

る。 

⑴ 支給算定期間において、就業規則の規定により休職を命ぜられたとき 

⑵ 支給算定期間において、就業規則の規定により停職を命ぜられたとき 

⑶ 支給算定期間において、育児休業規則の規定による育児休業を取得したとき 

⑷ 支給算定期間において、介護休業規則の規定による介護休業を取得したとき 

４ 前項の減額方法については、第６条の定めによる。 
 

(支給算定期間) 
第３条 特定処遇改善手当の支給算定期間は、毎年４月１日から翌年の３月３１日とする。 
 

(支給区分の認定) 
第４条 基準表に掲げる支給区分の認定は、支給算定期間の初日（支給算定期間の初日の翌日以降

支給算定期間内（以降「支給算定期間の途中」という。）に新たに支給対象職員となった者にあ
っては、その事実の生じた日）の現況をもって行うものとし、認定後の全期間に亘って当該支給
区分の該当要件を満たしていることを認定の要件とする。 

２ 支給算定期間の途中において、支給区分の認定に係る事実に異動が生じた者にあっては、  １
０月１日の現況をもって支給区分の再認定(変更)を行う。 

 
(支給額等) 

第５条 特定処遇改善手当の額は、基準表に掲げる支給区分に応じ、同表に掲げる額とする。 
２ 支給算定期間の途中において、新たに支給対象職員となった者にあっては、その事実の生じた

日に応じて、日割計算により算出した額を支給する。 
３ 前項の日割計算による算出の方法は、支給算定期間における当該事由発生期間の実日数を支給

算定期間の総日数で除した数に、基準表に掲げる支給区分に応じた支給額を乗じて得た額（その
額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り上げた額）とする。 

４ 支給算定期間の途中において、基準表に掲げる支給区分に変更が生じた者にあっては、第４条



－２－ 

第２項の定めにより再認定(変更)した後の支給区分に応じた額を支給する。 
５ 特定処遇改善手当の額及び支給対象職種等は、福祉・介護職員等特定処遇改善加算の算定要件

等の変更、加算額の増減及び支給職員数の増減等に応じて変更することができる。 
 
(手当の減額方法） 

第６条 第２条第３項に定める事由により特定処遇改善手当を減額して支給する必要が生じたとき

は、その事実の生じた日に応じて、日割計算により算出した額をもって支給する。 

２ 前項の日割計算による算出の方法は、支給算定期間における減額事由発生期間の実日数を支給

算定期間の総日数で除した数に、基準表に掲げる支給区分に応じた特定処遇改善手当の支給額を

乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り上げた額）とする。 

 

(支給方法) 

第７条 特定処遇改善手当は、支給算定期間が終了した翌年度の夏期賞与支給日に、第５条及び第

６条の定めにより算出した額を一括して給与振込口座と同一の口座へ振込により支給する。但し、

夏期賞与を支給しないときは、支給算定期間が終了した翌年度の６月１５日に支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、支給算定期間が終了した月の末日から翌月末日までの間に退職した

者にあっては、退職した月の翌月１５日に支給する。 

３ 前各項の支給日が土曜日または日曜・祝祭日に当たるときは、その前日に繰り上げて支給する。 

４ 支給日までに特定処遇改善手当の支給要件に係る事実が認定できない等により、支給日に支給

することができないときは、支給日以降に支給することができる。 

 

(手当の特例) 

第８条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サー

ビス等及び基準該当サービスに要する費用の額の算定に関する基準の改正等により、福祉・介護

職員等特定処遇改善加算を受けることができなくなったときは、特定処遇改善手当を停止又は廃

止することができる。 

 

(雑 則) 

第９条 この要領に定めるもののほか、この要領の施行に関して必要な事項は、理事長がこれを定

める。 

 

(改 廃) 

第10条 この要領の改廃は、理事長が決定する。 

 
 
   附 則 
 
１ この要領は、２０２０年（令和２年）４月１日から施行する。 
２ ２０２１年(令和３年)４月１日改定(第 7条支給方法) 
３ ２０２１年(令和３年)４月１日改定(別表１ 但し２０２０年度の支給対象者に限る) 

４ ２０２２年(令和４年)４月１日改定(別表１ 但し２０２１年度の支給対象者に限る) 
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別表１（第２条第１項関係） 

 

特定処遇改善手当支給基準表 

 

支給区分 支給額(年額) 該当要件 

Ａ 経験・技能の 
ある福祉職員 246,000円 

下記の①②③の全てを満たす者  

① 法人が定める職種にある者(※１)、又は障害福祉サー
ビス経験者(※２) 
② 法人が定める資格を有する者(※３) 
③ 勤続年数１０年以上の者(※４) 

Ｂ 他の福祉職員 116,000円 

下記の①②③の全てを満たす者、若しくは④又は⑤のいず

れかに該当する者 

① 法人が定める職種にある者(※１)、又は障害福祉サー
ビス経験者(※２) 
② 法人が定める資格を有する者(※３) 
③ 勤続年数１０年未満の者(※４) 

④ 勤続年数１０年以上の者(※４)で、サービス管理責任
者に任命されている者 
⑤ 勤続年数１０年以上の者(※４)で、社会福祉主事任用
資格を有する者 

Ｃ その他の職員 56,000円 

支給区分Ａ・支給区分Ｂのいずれにも該当しない者で、特

定処遇改善手当支給後の総所得(※５)が４４０万円以下の

者 

 

※１ 法人が定める職種とは、サービス管理責任者、生活支援員、職業指導員、就労(移行)支援員、目

標工賃達成指導員、賃金向上達成指導員とする。 
 

※２ 障害福祉サービス経験者とは、「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営

に関する基準」（平成24年厚生労働省令第15号）に規定する学校教育法（昭和22年法律第26

号）の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第90条第2項の規定により

大学への入学を認められた者、通常の課程による１２年の学校教育を修了した者（通所の課程以

外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）、若しくは文部科学大臣がこれと

同等以上の資格を有すると認定した者であって、法人において２年以上法人が定める職種（※

１）に従事した者とする。 
 

※３ 法人が定める資格とは、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、保育士、公認心理師とす

る。 
 

※４ 勤続年数１０年とは、法人に職員、契約職員又は嘱託職員として在籍している通算期間とする。

但し、法人を退職した後に再度法人に就職した場合の勤続年数の算定については、再就職前の勤

続年数と再就職後の勤続年数を合算して算定することができる。尚、支給算定期間の途中で勤続

年数が１０年に達した場合は、勤続１０年以上の要件を満たしているものとする。 
 

※５ 総所得とは、法人が負担する法定福利費を除く給与所得総額とする。 

 


